
災害発生

治山施設の有無

治山関係事業
⑥公共治山事業
④県単一般治山事業
⑤県単局所防災事業

⑥公共治山事業

森林の維持造成を通じて、山地に
起因する災害から国民の生命・財
産を保全し、また、水源の涵養、
生活環境の保全・形成等を図る

④県単一般治山事業

国庫補助の対象とならない山地災害を受けた場合、早期に復旧整備や治山施設
の維持管理を行う必要があるもの

⑤県単局所防災事業

事業費100万円以上で、国庫補助事業の対象となら
ないもので、次のいずれかに該当するもの
①人家の保全
②市町村の公共施設等（市町村道を含む）の保全
実施主体：市町村

③県単治山施設災害復旧事業

県が施工した治山施設が被災した場合の
災害復旧事業
＊①の採択箇所での調査測量委託も実施

無

NO

YESNO有

災害関係事業
①林地荒廃防止施設災害復旧事業
②災害関連緊急治山等事業
③県単治山施設災害復旧事業
④県単一般治山事業
⑤県単局所防災事業

①林地荒廃防止施設災害復旧事業

林地荒廃防止施設又は地すべり防止施設が
被災した場合の災害復旧事業

YES

②災害関連緊急治山等事業

新たに発生し、又は拡大した荒廃山
地等の復旧整備に係る保安施設事業

被害状況や保全対象などから、緊急に
対応する必要があるか？

次の二つの要件を満たすか？
【規模要件】
・１箇所の工事の費用が120万円以上
【災害の範囲】
・最大24時間雨量が80mm以上、最大風速15m以上など

YESNO

次の三つの要件を満たすか？
【規模要件】
・１箇所の復旧事業費が600万円以上
【保全対象】
・鉄道、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、迂回路のな
い市町村道・重要な公共施設、人家10戸以上など
【災害の範囲】

・最大24時間雨量が80mm以上、最大風速15m以上など

YES NO

保全対象に県施設があるか？

有 無

応急対応

次の公共治山事業の事業要件を満たすか？
・全体計画額が7,000万円以上
・年度計画が山腹800万円以上
・年度計画が渓流1,500万円以上
・1、2級河川、人家10戸以上、公共施設等が保全対象

①林地荒廃防止施設災害復旧事業による復旧

⑥公共治山事業（渓間工）の施工 ⑥公共治山事業（山腹工）の施工

②災害関連緊急治山等事業による復旧

④県単一般治山事業による復旧

○山地災害発生時の対応可能事業判定フロー図
国庫補助事業 県単事業

対応可能事業の凡例
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